
議案第１５１号

令和元年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について

令和元年度川崎市自動車運送事業会計決算について、地方公営企業法第３０条

第４項の規定により、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

令和２年９月１日提出          

川崎市長 福 田 紀 彦       



（1）収益的収入及び支出

収　入

額

　第１項 営 業 収 益

　第２項 営 業 外 収 益

　第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　589,104,858円

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　　　912,898円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税　　　127,228円

支　出

額

当 初 予 算 額

補

正

予

算

額

地 方 公
営 企 業
法 第 ２
４ 条 第
３ 項 の
規 定 に
よ る 支

円 円 円 円

10,599,537,000 0 0 636,562,692 

　第１項 営 業 費 用 10,287,581,000 0 0 582,658,969 ※４、６

　第２項 営 業 外 費 用 300,456,000 0 0 42,403,723 ※５

　第３項 特 別 損 失 1,500,000 0 0 1,500,000 

　第４項 予 備 費 10,000,000 0 0 10,000,000 

　※４　うち仮払消費税及び地方消費税　308,253,225円

　※５　うち仮払消費税及び地方消費税　     16,228円

　※６　地方公営企業法施行令第18条第5項ただし書の規定による超過支出　2,136,775円

備考

※１

717,580 

※２

0

376,067,972 △      

272,101,674 △      

0

8,514,741,028

1,717,580

0

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰 越 額

※３

0

0

258,052,277

1,500,000

10,000,000

令 和 元 年 度 川 崎 市 自 動 車 運 送 事 業 決 算 報 告 書

小 計

円

9,821,432,934

0

0

0 

補 正 予 算 額

円

0

0

地 方 公 営 企 業 法
第２４条第３項の
規定による支出額に
係 る 財 源 充 当 額

流 用 増 減 額

円

0

0 

予算額に比べ
決算額の増減

円

647,452,066 △      

10,287,581,000 9,704,922,031

予 算

合計
決算額

0 

0 

円

10,468,885,000

8,890,809,000

1,577,076,000

予 算

当 初 予 算 額

円

0

0

0

0

1,000,000 1,000,0000

8,890,809,000

円

0

円

10,599,537,000

1,304,974,326

300,456,000

1,500,000

合 計

円

10,599,537,000

不 用 額

10,000,000

300,456,000

決算額

円

9,962,974,308

10,287,581,000

円

区 分

0 0

0

0

区 分

自 動 車 運 送
事 業 収 益

第１款

第１款

00

円

10,468,885,000

0 

予 備 費 支 出 額

円

0

0

自 動 車 運 送
事 業 費 用

0 

1,577,076,000

地方公
営企業
法第２
６条第
２項の
規定に
よる繰

備 考



（2）資本的収入及び支出

収　入

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合 計

円 円 企業債収入減額内訳
0 1,476,416,000

 する額
　第１項 企 業 債 0 1,290,000,000

　第２項 国 庫 補 助 金 0 9,054,000

　第３項 県 交 付 金 0 4,759,000

　第４項 一 般 会 計 補 助 金 0 172,603,000

　第５項 その他の資本的収入 0 0

支　出

額

当 初 予 算 額

予

備

費

支

出

額

流

用

増

減

額

地方公営企業
法第２６条の
規定による繰
越 額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地 方 公 営 企
業 法 第 ２ ６
条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1,621,453,000 0 0 49,600,761 0 1,671,053,761 1,428,093,294 10,693,913 0 10,693,913

　第１項 建 設 改 良 費 1,471,603,000 0 0 49,600,761 0 1,521,203,761 1,288,243,294 10,693,913 0 10,693,913

　第２項 企 業 債 償 還 金 139,850,000 0 0 0 0 139,850,000 139,850,000 0 0 0

　第３項 予 備 費 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000 0 0 0 0

（うち仮受消費税及び

183,000,000円

  資本的収入額が資本的支出額に不足する額 175,620,378円は、当年度分消費税及び地方消費税資本 的収支調整額 115,268,669円、過年度分損益勘定留保資金 50,942,479円及び当年度分損益勘定
　 留保資金 9,409,230円で補 した。

4,759,000 0 4,759,000 0 4,737,000 22,000  △            

115,299,194円）

0 10,000,000 10,000,000 

(うち仮払消費税
0 1,471,603,000

0 139,850,000 0 

222,266,554 及び地方消費税

第１款
自 動 車 運 送 事 業
資 本 的 支 出

円 円 円

0 1,621,453,000 232,266,554 

地方消費税　30,525円）

区 分

予 算

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考

補
正
予
算
額

小　　　計

0 0 0 0 335,916 335,916 

計 193,000,000円

172,603,000 0 172,603,000 0 148,046,000 24,557,000  △        

9,054,000 0 9,054,000 0 2,354,000 6,700,000  △         
(2)不用額

1,243,000,000 0 1,243,000,000 47,000,000 1,097,000,000 193,000,000  △       

(1)翌年度へ繰下発行

10,000,000円

円
1,429,416,000 0 1,429,416,000 47,000,000 1,252,472,916 223,943,084  △       

備 考
当 初 予 算 額 補正予算額 小 計

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

第１款
自 動 車 運 送 事 業
資 本 的 収 入

円 円 円

区 分

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

円 円



　　　（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

（単位　円）

　(1) 7,810,140,645

　(2) 115,495,525 7,925,636,170

　(1) 134,688,924

　(2) 797,089,661

　(3) 4,045,992,294

　(4) 3,252,719,579

　(5) 739,914,827

　(6) 13,270,900

　(7) 412,992,621 9,396,668,806

1,471,032,636

　(1) 14,371

　(2) 645,332,206

　(3) 463,622,000

　(4) 82,167,229

　(5) 112,925,622 1,304,061,428

　(1) 1,654,032

　(2) 89,775,155 91,429,187 1,212,632,241

258,400,395

一 般 管 理 費

自 動 車 重 量 税

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 損 失

車 両 保 存 費

４ 　営　 業 　外 　費　 用

他 会 計 補 助 金

運 転 費

運 輸 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

３　 営　 業　 外　 収 　益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

雑 収 益

令和元年度川崎市自動車運送事業損益計算書

運 輸 収 益

運 輸 雑 収 益

諸 構 築 物 保 存 費

２　 営　 　業　　 費　　 用

１　 営　　 業　　 収　　 益



　(1) 1,590,352 1,590,352 1,590,352

256,810,043

1,526,654,164

0

1,783,464,207

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

５ 　特 　　別　 　利　　　益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額



（単位　円）

資 本 合 計

欠　　 損　　 金

受 贈 財 産
評 価 額

そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

未 処 理 欠 損 金 欠 損 金 合 計

前年度末残高 274,399,113 586,803,875 0

資 本 金

剰　　 余　　 金

△ 1,526,654,164 △ 1,526,654,164 △ 665,451,176

令　和　元　年　度　川　崎　市　自　動　車 運　送　事　業　剰　余　金　計　算　書

（平成３１年４月１日から 令和２年３月３１日まで）

586,803,875

274,399,113 586,803,875 0 586,803,875 △ 1,526,654,164 △ 1,526,654,164 △ 665,451,176

当年度変動額 0 0 0 0 △ 256,810,043

処分後残高

△ 256,810,043 △ 256,810,043

当年度純損失 0 0 0 0 △ 256,810,043 △ 256,810,043 △ 256,810,043

△ 922,261,219

（注）この計算書における△表記は、減少、損失または欠損を示すものである。

当年度末残高 274,399,113 △ 1,783,464,207586,803,875 0 586,803,875

資 　　 本　　 剰　　 余　　 金

△ 1,783,464,207

（繰越欠損金）

（当年度未処理欠損金）



（単位　　円)

令 和 元 年 度 川 崎 市 自 動 車 運 送 事 業 欠 損 金 処 理 計 算 書

資 本 金 資 本 剰 余 金 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 末 残 高 274,399,113 586,803,875 △ 1,783,464,207

処 理 後 残 高 274,399,113 586,803,875 △ 1,783,464,207

（注）この計算書における△表記は、減少、損失または欠損を示すものである。

（繰越欠損金）



　　令和元年度川崎市自動車運送事業貸借対照表

1

　 2,127,228,243 　 　

2,382,159,833 　

　 △ 1,357,456,803 1,024,703,030 　 　

1,010,509,952 　 　 　

　 △ 699,568,381 310,941,571 　 　

8,474,013,430 　 　 　

　 △ 6,798,100,501 1,675,912,929 　 　

49,073,850 　 　 　　

　 △ 19,360,994 29,712,856 　 　

492,721,504 　 　 　

　 △ 290,770,571 201,950,933 　 　

25,860,000 　 　 　

　 △ 9,973,020 15,886,980 　 　

123,338,343

　 5,509,674,885 　

800,800 　 　

13,324,875 　 　

22,550,342

　 36,676,017 　

1,575,000

　 1,575,000

　 　 5,547,925,902

2 　 　

1,076,924,977 　

758,634,750 　

△ 258,332 758,376,418

14,084,246 　

キ リ ー ス 資 産

減価償却累計額

イ 施 設 利 用 権

固 定 資 産 合 計

そ の 他
無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

未 収 金

   (令和2年3月31日)

　資　　産　　の　　部

(1)

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産(2)

そ の 他 投 資

(3) 前 払 費 用

カ

ウ

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権ア

ウ

(3)

現 金 預 金

　　　　　　(単位　円)

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア

工具器具及び備品

減価償却累計額

車 両

イ

エ

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

オ 機 械 装 置

減価償却累計額

ク

減価償却累計額

投資その他の資産
合 計

(2)

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産

ア

流 動 資 産



218,930,913 　

591,401

　 2,068,907,955

　 7,616,833,857

3   

2,437,000,000

 2,437,000,000  

 12,421,092  

3,325,537,960   

 3,325,537,960  

 5,774,959,052

4   

262,900,000

 262,900,000  

4,804,572  

1,464,601,724  

63,076,639  

163,376,264  

317,514,282   

 317,514,282  

39,702,689  

 2,315,976,170

固 定 負 債

財 源 に 充 て
建設改良費等の

　負　　債　　の　　部

ア

ア

引 当 金

(5)

流 動 負 債 合 計

引 当 金

ア 退職給付引当金

(1) 企 業 債

(7) そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(6)

(2)

資 産 合 計

企 業 債 合 計

るための企業債

(4)

(2) リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

(5) そ の 他 流 動 資 産

(1) 企 業 債

(3)

前 払 金

流 動 資 産 合 計

前 受 金

建設改良費等の

るための企業債

(4) 未 払 費 用

財 源 に 充 て

(3) 未 払 金

ア

企 業 債 合 計



5

306,858,998 　

　 △ 208,289,645 98,569,353 　

461,821,019 　 　

　 △ 427,554,321 34,266,698 　

76,383,538 　 　

　 △ 48,635,302 27,748,236 　

1,104,316,627 　

　 △ 831,860,804 272,455,823 　

43,409,757 　 　

　 △ 28,290,013 15,119,744 　

  448,159,854

 8,539,095,076

6  274,399,113

7    

586,803,875   

 586,803,875  

1,783,464,207  

  △ 1,196,660,332

 △ 922,261,219

  7,616,833,857

　資　　本　　の　　部

剰 余 金 合 計

ア 1,783,464,207当 年 度 未 処 理
欠 損 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

(2)

エ

オ

収 益 化 累 計 額

ア

欠 損 金

資 本 剰 余 金 合 計

受贈財産評価額

資 本 金

(1)

ウ

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

一般会計補助金

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

イ

県 交 付 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額



注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ｱ) 定額法または定率法による。（平成１０年４月１日以後に取得した建物にあっ 

ては、定額法。） 

(ｲ) 主な耐用年数 

     建物 ６～50 年 

     構築物 ３～60 年 

     車両 ５年 

     機械装置 13～17 年 

     工具器具及び備品 ３～20 年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

    定額法による。 

  ウ リース資産 

(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

(ｲ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

(2) 引当金の計上方法 

  ア 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 



  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に相 

   当する額を計上している。 

  ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払 

いに備えるため、当事業年度末における支給及び支払見込額に基づき、当事業年度 

の負担に属する額を計上している。 

(3) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当事業年度の費用として処理している。 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

 重要な非資金取引 

(1) ファイナンス・リース取引による資産の取得 

    当事業年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額    

は、それぞれ次のとおりである。 

   リース資産 7,308,000 円 

   リース債務 7,965,552 円 

３ 貸借対照表に関する注記 

(1) ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

４ セグメント情報に関する注記 

(1) 報告セグメントの概要 



川崎市自動車運送事業会計は、本市及び本市周辺の区域内における市バス事業の 

  単一セグメントであるため、記載を省略している。 

５ その他の注記 

(1) 長期継続契約に係るリース債務 

   通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。 

   短期リース債務  4,804,572 円 

   長期リース債務 12,421,092 円 

(2) 退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の退職手当として 488,029,940 円を支給するため、退

職給付引当金 488,029,940 円を取り崩している。 

(3) 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当支給に係る法定

福利費として 971,488,325 円を支給するため、賞与引当金 323,464,500 円を取り崩

している。 


